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1．和光地区の放射線施設の概要

　独立行政法人理化学研究所（以下“理研”）
の本部は埼玉県和光市にあるが，海外の 4 か所
を含めて，17 か所に研究拠点や事務所を有し
ている。このうち放射線施設があるのは，和
光，筑波，横浜，神戸，播磨の各地区である
が，ここでは和光地区における人の管理につい
て紹介する。
　和光地区には 4 つの管理区域がある。
　1）仁科記念棟管理区域群
　2）ラジオアイソトープ実験棟
　3）開発研究棟ペレトロン
　4）低速多価イオン実験室
　1）は RI ビームファクトリーとよんでいる，
世界最強の重イオンサイクロトロンからなる施
設である。リニアック棟，仁科記念棟，RIBF
棟の 3 つの建物に分かれているが，ビームライ
ンはつながっている。2 台の線形加速器，5 台
のサイクロトロンをつないで用い，水素からウ
ランまでを核子あたり最大 350 MeV で加速し
ている。ビームは基礎物理学の研究だけでな
く，RI 生産（販売も含む），植物の育種など，
幅広く使われている。
　2）は和光地区の密封，非密封 RI の使用者の
共用施設である。3），4）は小型の加速器，密
封 RI を用いる施設であるが，それぞれ研究室
の所有であり，利用者は限られている。
　加速器施設の利用者は現在も増加傾向にある

が，特に生物・医学系の非密封 RI 利用者の減
少傾向は著しい。数年前まで，前記 4 か所の他
に 3 か所の非密封 RI 使用施設があった。しか
し，研究手法の進展にともない利用頻度が急激
に減ったため，除染工事を行い管理区域を解除
し，現在は通常の実験室に改装されている。

2．和光地区所属の従事者

　定年制の職員から毎年契約更新が必要な任期
制の職員，パートタイマーなど，さまざまな雇
用形態があるが，原則，すべての個人管理を和
光地区の安全管理室が行っている（“理研管理”
とよぶ）。また，年度末には状況確認を行って
いるが，一度放射線業務従事者として登録され
ると，退職まで管理は継続される。

3．他機関に所属する従事者

　和光地区で雇用されていない人の放射線管理
の原則は，本務の所属機関で放射線管理を受け
ることになっている（“他機関管理”とよぶ）。
したがって，和光地区へ実験に来る場合は，事
前に本務機関の代表者と主任者から，“和光地
区で放射線作業をすることの許可”と“本務機
関で放射線管理を受けていることの証明”のた
めの書類を提出してもらう。これには和光地区
の受け入れ研究室の所属長と担当者の印も必要
である。なお放射線管理の証明については，施
設を持たない事業所では主任者はいないため，
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を日本語版と英語版それぞれ作成し，見てもら
っている。英語版については，米国に長く滞在
した英語が堪能な人にナレーションをお願いし
ている。クレーンやガスボンベの取り扱いなど
も含め，知って欲しい事柄を一通り盛り込む
と，1 時間弱という結構な長さになってしまっ
ている。
　加速器施設である仁科記念棟の中には，化学
操作を行うホットラボがある。ここでは特別な
教育が必要であり，ホットラボの使用者に対し
ては，担当の保安責任者が別途教育を行ってい
る。
　他の放射線施設では，それぞれの保安責任者
が対面で教育を行う場合や，教育を収録したビ
デオを見せる場合などがある。
　和光地区の大型施設では，個人線量計にバー
コードを付け，出入り管理を行っている。従事
者登録と施設教育の受講が終了すれば，バーコ
ードでの入域が可能になる。
　理研以外も含めて，どこかの施設において事
故があると，それを参考に管理体制の若干の変
更をしたり，インタロック機能の追加をしたり
など，小さな変更は継続的に発生する。これに
対応するために，大きな施設においては，やは
り毎年の再教育が必要であると認識している。
しかし加速器の利用者には，例えばビームタイ
ム（各研究グループが装置を占有して実験を行
う期間のこと）に合わせて週末に外国から訪れ
るなどということがしばしば起きる。そのため
放射線管理担当者が窓口で対応するには限度が
あり，現在外部のサービスを利用した E ラー
ニングの導入を計画している。これが成功すれ
ば，研究者は外国からでも来所前に再教育を受
けることが可能になり，再教育の終了者だけに
管理区域への立ち入りを許可することが可能に
なる。

人事や総務などの担当者による証明でも可とし
ている。このような例は民間会社でまれに見ら
れる。
　他機関管理の場合は，個人の被ばく管理は本
務の事業所で管理されるため，管理区域への立
ち入りの際，本務で発行された個人線量計と理
研で発行された線量計を併用して着用すること
になる。
　しかし施設を持たない大学などの場合は，こ
れでも解決しないことがある。理研は文部科学
省の共同利用研究所ではないため，外部からの
利用者は，加速器施設を除き，必ずいずれかの
研究室の客員研究員や研修生となる必要があ
る。この場合，外部の利用者は理研が行う研究
を分担することになる。したがって，この人た
ちの放射線管理を理研が行うことは可能であ
り，そのため本務が他機関の人に対しても，主
な放射線作業場所が理研の場合は，“理研管理”
で放射線管理を行うことがある。稀な例ではあ
るが，この人たちが和光地区以外の放射線施設
で短期間実験することがある。この場合は従事
者であることの証明を和光地区の安全管理室が
発行している。
　理研・和光地区では，比較的寛大に放射線管
理を実施しているが，これによって十分な管理
を受けられないまま，“他機関管理”で作業す
ることを防いでいると思っている。

4．各施設における教育

　理研の予防規程では，施設ごとに放射線保安
責任者（正副 2 名以上）を置くことになってお
り，現場の放射線管理が任されている。したが
って，施設ごとの教育は，この保安責任者が行
っている。この教育は管理に大きな変更が無い
限り，はじめて立ち入る前に 1 回受ければよい。
　仁科記念棟管理区域群では，パワーポイント
で作成したデータにナレーションを付けたもの



Isotope News 　2015 年 1 月号　No.729 81

数とは一致しない）。一方，管理の主体別に分
類すると，理研管理（理研所属と他機関所属の
一部を含む）が 755 名，他機関管理が 469 名

（そのうち外国機関が 100 名）である。理研の
他地区で管理を受けて，和光地区でも従事する
者は意外と少なく，1 名だけである。
　他機関管理の従事者の場合は，本務で発行さ
れた線量計を持参することになるが，飛行機の
移動を伴う場合は，空港でのセキュリティー検
査によって線量計が被ばくすることがある。こ
れは和光地区の研究者が外国を始め外部の施設
を利用する場合も同様であるが，悩ましい問題
である。セキュリティー検査による被ばくであ
ることが明白な場合は，バッジ会社からの被ば
く報告を修正してもらっている。
　障害防止法関係の従事者には，原則一律の教
育をしているが，加速器施設の実験者と，非密
封 RI の実験者では，注意すべき事柄が大きく
異なる。したがって，各施設における教育が重
要である。
　外国人研究者への対応も大きな問題である。
実験の内容，放射線に対する知識の程度も差が
大きい。教育をするこちらの英語力（場合によ
っては受ける人も）の問題もあり，個別に話
し，すでに知識のある部分については割愛し，
実験内容から必要な事柄を重点的に話すことに
よって，何とか必要な知識を伝えられていると
思っている。ただし現場では，特に外国人だけ
のグループの実験の場合，まれに国民性の違い
から問題が起きることがある。内規を整えるこ
とによって，現場の担当者にはまず「規則だか
らダメ」と言って止めさせ，その後責任者が納
得させて問題解決を図るようにしている。
　今後も，改善が必要な事柄は次々と現れてく
ると思っている。
 （（独）理化学研究所　仁科加速器研究センター）

5．一時立入者

　一時立入の目的には，見学と工事がある。見
学の場合は，見学者は業務従事者である案内者
とともに移動するため，シューズカバーの着用
など以外には，特別な管理を行っていない。
　工事の際も業務従事者の立会いは必須である
が，一時立入者にはバーコードを添付した電子
式の個人線量計を装着させている。これによっ
て被ばく測定と同時に出入り管理も実施してい
る。
　一時立入者は通常一般人であるため，有意な
被ばくや内部被ばくの恐れのある作業は禁止し
ている。そのため，加速器施設において残留放
射線が高い場所については，一時立入者では作
業ができない。このような場所で工事が必要な
場合は，従事者としての管理を受けてから行う
ことになる。

6．退職者

　理研では，基本的に中央登録制度を利用して
いない。したがって，従事者の被ばく記録は，
理研で永久保管している。現在，従事者の管理
は基本的に計算機上で行っているが，古い時期
の記録は紙であるため，これらのデータ入力を
進めているところである。データのバックアッ
プは各地区のサーバを利用するなどして，でき
るだけ確実に行っているつもりである。

7．おわりに

　和光地区にはさまざまな形態の利用者がいる
が，登録者は延べ 1,224 名いる（2014 年 10 月
3 日　現在）。内訳は，障害防止法関係が 1,093
名，原子炉等規制法関係（電子顕微鏡，加速器
などにおけるウランの取り扱い）が 212 名，労
安法関係（X 線）が 347 名である（重複して管
理を受ける場合があるため，単純合計は延べ人




